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脳死と臓器移植について我々は何を問うべきか 
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 1997年 10月 16日、「臓器の移植に関する法律」（以下、臓器移植法と呼ぶ）が施行されて、
今年で 10年が経過しようとしている。2007年 9月現在、日本では 62例の脳死判定が行われ、
61例の臓器移植が実施されている。 
 この数字は先進国の中でも目立って少ない。臓器移植の最先端を行くアメリカでは、2005
年のデータで 7500件、フランスでは 2000年に 3000件もの移植が行われている。日本におい
て臓器移植が進まない理由として考えられていることは以下の 3つである。 
 まず、日本において移植の前提条件となる意思表示カード（ドナーカード）を持っている人
が少ないということである。2006 年の内閣府調査によれば 8％にとどまる。また、2007年 3







                                                          
1 2007年 6月 5日『読売新聞』「臓器提供、ネット登録伸び悩み…初年度 10万件困難」 
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る3。現在では臓器摘出を行う施設は 300 施設を越えており、当初の 3 倍ほどに増加したが、
それでも臓器摘出と移植手術を同じ施設で行っているアメリカと比べると相当数の上で開きが
                                                          
2 朝日新聞社による脳死世論調査の推移をみると、84年当時は脳死を「人の死」と認めると回答した人は
3割ほどであり、一概に言えないという人が半数近い。97年 5月（臓器移植法成立前）でも脳死を認める
人は 40％、心臓停止に限るべきだという人が 48％。それが 99年 5月（脳死臓器移植 2例目直後）でよう
やく 52％が脳死を認めるようになり、30％の心臓停止に限るべきだという人を上回る。 
 97年と 99年のデータは、以下の通りである（数字は％。小数点以下は四捨五入。質問文は一部省略）。 
 
脳死を「人の死」と認めるか、心臓が停止した場合に限るべきか？  
97年 5月 24・25日（臓器移植法成立前） 99年 5月 22・23日（脳死臓器移植 2例目直後） 
脳死を認める 40% 脳死を認める 52% 
心臓停止に限るべきだ 48% 心臓停止に限るべきだ 30% 
その他・答えない 12% その他・答えない 18% 
  
臓器移植法の成立を急ぐべきか？ 臓器提供意思カードをもっているか？ 
97年 5月 24・25日（臓器移植法成立前） 99年 5月 22・23日（脳死臓器移植 2例目直後） 
できるだけ早く成立すべき 44% 持っている  7% 
急ぐべきでない 44% これからもちたい 37% 
その他・答えない 12% その気持ちはない 42% 
  その他・答えない 14% 
 
3 当初、臓器摘出は 92施設に限られた。（現在は 329施設に増加）心臓移植は阪大、国立循環器病センター、
東京女子医大の計 3施設、肝臓移植は京大、信州大の 2施設（現在は 9施設に増加）。肺は 4施設、膵臓は
13施設、小腸は 9施設、腎臓は 176施設が指定された。 
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 実際、臓器移植法には附則第二条にも、施行後 3 年を目途として見直すこととされており、



















                                                          
4 2005年 7月 2日付の『読売新聞』によると、2005年に実施 
された読売新聞の世論調査では、「脳死は人の死」とする人が、 
過去最高の 59％に増え、前回調査（2001年）より 4ポイント 
増加した。逆に「死と判定すべきではない」は計 20％である。 
 また、2006年 11月の内閣府の調査によれば、脳死後の臓器 
提供に対して、肯定的な回答を示した人は現在 40％を超えてい 
る。2002年の調査で提供意思を示す人と拒む人の割合が逆転し     
ている。 
































                                                          
6 R.D.Truog, Is It Time To Abandon Brain Death?, Hastings Center Report, vol.27, no.1, 1997.トゥル
オグの見解については、黒瀬勤 「ドイツにおける脳死論議の現状――「脳死」を放棄して移植を正当化す
ることは可能か――」 『医療・生命と倫理・社会』Vol.2 No.1（オンライン版）http://www.med.osaka-u.ac.jp/ 
pub/eth/OJ2-1/index.htmlを参照。 
 また、トゥルオグの主張は英米の倫理学で優勢な「パーソン論」を背景にしている。その代表的な論者
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て、患者とその家族が脳死判定基準とその判定方法に対して、いわば無用の疑問を抱かずに医
療スタッフを信頼できるような状況にはないのである。 



































8 日本医科大付属第二病院（川崎市）で昨年 5月に心臓や肺などを 5人に提供した男性患者の脳死判定が、
無呼吸テストなどについて厚生労働省の指針に基づかずに行われたことが、厚労省の検証会議で明らかに
なっている。 
9 1985 年 12 月、厚生省の研究班によってまとめられた。正式名称は「厚生省科学研究費・特別研究事業
『脳死に関する研究班』脳死判定基準」である。「厚生省基準」、あるいは研究班の班長の名前（竹内一夫
杏林大学医学部教授）をとって「竹内基準」と呼ばれている。 




































                                                          
11 臨時脳死及び臓器移植調査会 答申の IV で「『脳死』を『人の死』とすることに賛同しない立場で」と題
して、梅原猛、原秀男が反対意見を述べている。参照、梅原猛編 『「脳死」と臓器移植』（朝日新聞社 2000）。 




13 大阪大学法医学教室教授 若杉長英の解説による。http://www.medi-net.or.jp/tcnet/tc_3/3_2.html#TC_42_02 
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 シューモンは 1998年に発表された論文、「慢性的脳死――集積分析と概念的帰結」（Neurology,  
Vol.51, December）の中で、脳死患者が長期にわたって生存していたケースについて報告を行
っている14。 
                                                          
14 Shewmon. D. A: Chronic ‘Brain Death’, Meta-analysis and conceptual consequences, Neurology 51  
(December), pp.1538-1545, 1998  
Shewmon. D. A. et. al: Correspondence: Chronic ‘Brain Death’: Meta-analysis and conceptual consequences,  
Neurology 53 (October), pp.1369-1372, 1999 
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 それによると、医学的なデータの裏付けが取れる 175例の脳死患者の心臓が、少なくとも 1 
週間以上、動き続けていた。そのうち 80例が少なくとも 2週間、44例が少なくとも 1ヶ月、 
20例が少なくとも 2ヶ月、そして 7例が 6ヶ月のあいだ心臓が動き続けていた。さらに 2年 7ヶ





























                                                          
15 2005年 5月 27日議員会館における「アラン・シューモン教授 特別講演」の講演録による。 
http://homepage2.nifty.com/zoukiisyoku/koenroku.htm 
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19 2006年 4月 27日付の『朝日新聞』において、「「脳死は人の死」医療スタッフで肯定 4割 厚労省委報
告」という記事が掲載された。それによると、臓器提供を扱う 10都道府県の 31病院で医師や看護師など
医療スタッフ 7456人に聞いたところ、脳死による死の判定を「妥当」と肯定したのは 38.6％。「わからな
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 脳死判定基準そのものについては、竹内基準では、以下の 6つの基準が設けられている。 
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影響消失時間について、竹内基準では一切明記がない。除外例として急性薬物中毒を挙げてい
るにとどまることはすでに述べた。 





● 投与中止後 24時間以内に最小有効血中濃度の 1/2になるのは、28種類のうち約 30％で
ある。  
● 半減期が 24時間以上という薬剤も 7種類存在する。  
● 原薬が体内で代謝され、この代謝物が原薬と同様の作用をもっているもの、すなわち活性
代謝物に関しても考慮すべきである。ディアゼパム〔中枢神経抑制剤の一つ〕のように原薬
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に指摘しておく25。 
                                                          
25 1999年、高知赤十字病院での脳死判定に際して、果たして原疾患である「くも膜下出血」が手術不適応の
グレード 5 であったのかどうか、疑問視されている。小松の前掲書でも、日本救急医学会認定の近藤孝の所
見として、グレード 4であった可能性、さらに、開頭手術による血腫除去の可能性を指摘している（p.294） 
 さらに、脳神経外科医の山口研一郎は次のように指摘している。「脳低温療法で最重症のくも膜下出血の
患者さんが生還した、数々の症例が脳外科の学会誌に発表されている。一例として舞鶴市民病院脳外科の
報告（『脳神経外科ジャーナル』七巻二号、一九九八年）には、高知の患者さんとほぼ同じ状態の患者さん
を、この療法で救命した例がある。六五歳・男性で、くも膜下出血に脳内出血を併発したグレード 5 の状
態。緊急開頭手術の後、八日間、脳低温療法を施行した結果、軽度片麻痺・失語症を残すだけで、三カ月
後、杖歩行で退院して家庭復帰している。この方の CT画像を見ても、高知の患者さんと極めて病状が近い」。 
http://www.oomoto.or.jp/Japanese/jpBiet/koti001.html 
 また、以下のサイトの脳低温療法についての紹介記事も参照のこと。 
http://moura.jp/clickjapan/genome/cap2_4/2_4d.html 
